
過去10年間の平均【実績】
（H23 R2）
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36.6億円/年

公共施設

17.1億円/年

53.7億円/年

※ 上記の図は、普通建設事業費（普通会計）と建設改良費（公営企業会計）の合計です。

総合管理計画における
計画期間（R4 R33）の

公共施設の将来更新費用（自然体）
【推計】

公共施設の将
来更新費用
（自然体）

37.1億円/年

現在保有する公共施設を全て維持した場合

インフラ等

16.6億円/年

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

R
4

R
5
R
6
R
7

R
8
R
9

R
1
0

R
1
1

R
1
2

R
1
3

R
1
4

R
1
5

R
1
6

R
1
7

R
1
8

R
1
9

R
2
0

R
2
1

R
2
2

R
2
3

R
2
4

R
2
5

R
2
6

R
2
7

R
2
8

R
2
9

R
3
0

R
3
1

R
3
2

R
3
3

R
3
4

R
3
5

R
3
6

R
3
7

R
3
8

R
3
9

R
4
0

R
4
1

R
4
2

R
4
3

R
4
4

R
4
5

R
4
6

R
4
7

R
4
8

R
4
9

R
5
0

R
5
1

R
5
2

R
5
3

更新積み残し 改修積み残し 更新 改修 向こう30年間の年平均 過去10年間の整備・改修費用
(百万円)(百万円)

20年平均：41.4億円/年(直近10年間の2.4倍)

30年平均：37.1億円/年(直近10年間の2.2倍)

40年平均：39.9億円/年(直近10年間の2.3倍)

30年間の更新費用の総額

1,113.4億円

【自然体費用】
• 計画期間の向こう30年間    更新費用 総額  1,113.4億円（37.1億円/年）

直近10年間 整備 改修費 平均値（17.1億円/年） 2.2倍に該当
• 計画期間内     将来更新費用 過去 整備 改修費 均衡 図      保有する延床面積の約55％を縮減

する必要がある。
※対策後費用については、R4年度 策定 予定  個別施設計画 内容（各施設 方向性） 受  試算   

計画期間30年間    更新費用平均
37.1億円/年

将来の財源には限りがある
ため、公共施設を削減しな
ければ、インフラ等の維持
管理に必要な費用が、今の
半分程度しか捻出できなく
なってしまう！

過去10年間 整備 改修
費用平均 17.1億円/年
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最適配置の手法のイメージ 

 

手法 概要 手法のイメージ 

Ⅰ.再編 

① 類似機能共有化 
類似する機能を共
有化する。 
（集約化・統合） 

 

② 複合化・多機能化 

既存の異なる機能
の施設を統合し、
複数機能を有した
複合施設を整備す
る。 

 

③  間移管・譲渡 

 間移管（ 間譲
渡） 
 
従来行政が行って
いた事業を、全面
的に 間資本によ
って実施する。 

 

譲渡（市 等譲
渡） 
 
施設を市 等に譲
渡し、市 等によ
る管理運営を行
う。 

 

④ 管理運営の 間 
法の導入 

指定管理者制度の
活 等、 間の資
金やノウハウを導
入する。 
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⑤ 広域連携 
周辺自治体で共同
所有若しくは役割
分担を行う。 

 

⑥ 廃止 
公共サービスの提
供及び建物を廃止
する。 
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